尼崎市調達公告第４８号
　　　事後審査型制限付一般競争入札の施行について
　地方自治法第２３４条の規定に基づき、次のとおり制限付一般競争入札（地方自治法
施行令第１６７条の５の２の規定により資格を定めて行う入札をいう。）を行う。

　　令和８年１０月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　尼崎市長　松　本　　　　眞
１　入札対象工事
1  工 事 名　　双星高等学校ほか１校体育館等空調整備工事
2  工事場所　　尼崎市口田中２丁目８番１号ほか
3  工　　期　　契約締結の日から令和９年３月２０日まで
4  工事概要
空気調和設備工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１式
２　入札の方式

兵庫県電子入札共同運営システム（以下「電子入札システム」という。）を利用して行い、入札に関する手続については、尼崎市電子入札運用基準及び兵庫県電子入札共同運営システム利用規約に従って行う。
３　発注方式

　　単独企業

４　入札参加資格
　　次の各号に掲げる条件をすべて満たした者
　⑴　尼崎市契約規則第４条に規定する競争入札参加有資格者名簿（以下「競争入札参加有資格者名簿」という。）に登載された者で、管工事を登録業種としている者であること。
⑵　管工事業に係る一般建設業又は特定建設業（ただし、下請代金の総額が５，０００万円以上となる下請契約を締結して施工しようとする場合は、特定建設業）の許可を受けた者であること。
3 直近の建設業法（以下「法」という。）第２７条の２３第２項に規定する経営事項審査（以下「経営事項審査」という。）の結果による管工事の総合評定値（尼崎市建設業者等級別格付基準第３条に規定する主観数値の認定を受けている者にあっては、当該認定後の総合数値）が７２０点以上の者であること。
4 尼崎市内に本店を有する者（令和８年４月１日時点において尼崎市内に本店を有しない者を除く。）で、競争入札参加有資格者名簿に市内業者として登録されている者であること。
5 法第２６条の規定により選任される管工事業の主任技術者又は監理技術者（ただし、下請契約の請負金額の総額が５，０００万円以上になる場合又は工事施工中に５，０００万円以上になるおそれがある場合は、監理技術者）を配置予定技術者とすることができる者であること。

また、請負金額が４，５００万円以上の場合、配置予定技術者は専任であって、法第７条第１号に規定する経営業務の管理責任者並びに同条第２号に規定する営業所技術者及び法第１５条第２号に規定する特定営業所技術者（法第２６条の５第１項の規定に該当する者を除く。）のいずれでもないこと。

ただし、法第２６条第３項ただし書の規定に該当する主任技術者又は監理技術者については、この限りではない。
なお、入札参加資格の審査申請の日において３か月以上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者を配置予定技術者とすることができる者であること。
6 入札参加資格の審査申請の日において３か月以上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者を、現場代理人として当該工事現場に常駐できる者であること。ただし、尼崎市工事請負契約における現場代理人の常駐義務の緩和措置に関する要綱に定める場合は、この限りではない。

⑺　下記５⑴の規定による入札参加申請の日から契約締結の日までのいずれの日においても、次のアからカまでに掲げる者でないこと。

ア　地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号に掲げる者
　　イ　会社更生法に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者

　　ウ　法第２８条第３項の規定による営業停止の処分を受けている者
　　エ　尼崎市において地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定による入札参加資格の制限を受けている者
　　オ　尼崎市入札参加停止等の措置に関する要綱に基づく入札参加停止の措置を受けている者

カ　尼崎市暴力団排除条例第７条第１項に規定する暴力団等である者

５　入札参加の申請

　⑴　本件入札に参加しようとする者は、次に掲げる書類を電子入札システムにより送信しなければならない。
　　ア　事後審査型制限付一般競争入札参加申請書
　⑵　受付の期間

　　　令和８年１０月２日午前９時から同月９日午後５時まで

⑶　⑵の受付の期間中に入札参加の申請を行わなかった者は、本件入札に参加することができない。
６　設計図書等の閲覧
設計図書等の閲覧については、令和８年１０月２日から同月２８日までの間、尼崎市総務局法務部契約課において行う。
７　予定価格及び最低制限価格の公表

　⑴　予定価格
事後公表
⑵　最低制限価格
事後公表
８　入札の期間及び工事費積算内訳書の提出

1  入札の期間
令和８年１０月２７日午前９時から同月２８日午後３時まで

　⑵　工事費積算内訳書の提出
必要

９　開札日時

　　令和８年１０月２９日午前９時３０分以後速やかに行う。

10　入札参加資格の審査
1   開札後、予定価格以下、最低制限価格以上の範囲内で、最低の価格をもって有効な入札をした者（以下、「落札候補者」という。）となった旨の通知を受けた者は、次に掲げる書類を提出し、入札参加資格の審査を受けなければならない。

　　ア　事後審査型制限付一般競争入札参加資格審査申請書
　　イ　参加資格確認資料

(1) 技術資料添付資料

(2) 配置予定技術者調書

(3) 資本関係・人的関係等に関する調書
2 審査書類の提出期限
　　　令和８年１０月３０日午後３時まで

ただし、開札状況等により提出期限を別に定める場合は、この限りではない。

3 審査結果等の通知
落札候補者の入札参加資格を審査した結果、入札参加資格を有すると認められたときは、その者を落札者とし、電子入札システムにより落札者決定の通知を行う。

審査の結果、落札候補者が入札参加資格を有しないと認められたときは、当該落札候補者のした入札を無効とし、順次落札者を決定するまで入札参加資格の審査を行う。
なお、入札参加資格を有しないと認められた者には、その理由を付して結果を通知する。

11　入札保証金

　　免除する。
12　契約保証金

　　必要：契約金額の１００分の５以上

　　　契約締結時までに納付すること。ただし、尼崎市契約規則第３２条の規定により

　　免除される場合はこの限りでない。

13　契約不適合保証金

不要
14　支払条件

　⑴　前金払
有り
　⑵　中間前金払又は部分払（選択）
有り
15　入札の無効

　　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　⑴　入札参加資格のない者がした入札

　⑵　談合その他入札を妨害し、又はそのおそれがある行為があったと認められる入札
⑶　入札に参加しようとする者の間において、次のアからウまでのいずれかに該当する関係がある者同士がした全ての入札。（アからウまでのいずれかに該当する者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合は除く。）ただし、該当する者の一者を除くすべてが入札を辞退した場合には、残る一者の入札は無効とはしない。

ア　資本関係

次のいずれかに該当する２者以上の場合。ただし、子会社（会社法第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。

(ｱ)　親会社（会社法第２条第４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合

(ｲ)　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

イ　人的関係

次のいずれかに該当する２者以上の場合。ただし、（ウ）を除いては、会社の一方が更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。

(ｱ)　一方の会社の代表権を有する者が、他方の会社の代表権も有している。

(ｲ)　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている。

(ｳ)　一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている。

ウ　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

個人事業者等が他の会社の役員等を兼任している。

⑷  その他入札に関する条件に違反した入札
16　契約の締結に関する事項

本件は、契約締結後に尼崎市公共調達基本条例第１１条の規定による、労働関係法令遵守状況報告書の提出が必要となる対象契約である。
17　その他

⑴　入札の実施に当たっては、上記に定めるもののほか、別に定める入札説明書にのっとり、行うものとする。

⑵　落札者は、別に定める入札のしおりに記載されている落札後の注意事項を遵守すること。
⑶  入札参加者の氏名又は名称及びその数は、上記９の開札後、落札者が決定するまで公表しない。
